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○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

○

●

実 施 方 法

教育用情報ネットワーク回線の利用及び運用保守委託

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1044

戸田　千春

課 名 等 学校教育課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 教育ネットワーク管理費

開始年度 平成１６年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 08020100

事 務 事 業 名 教育ネットワーク管理事業

事 業 コ ー ド 31203101

部 名 等 教育委員会事務局

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

611004

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100103コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ６．ソフト事業

３．学校教育費

学校教育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

１．教育総務費

１　明日を担う人づくり

項

基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

款

計画

10．教育費

区 分 なし

施 策 名 １．学校教育の充実

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市内小中学校
市教育センター

① 学校数 校 15 15 15 15 15

教育センター数 か所 1 1 1 1 1

➡
活
動
指
標

回線接続済みである市内の小中学校及び市
教育センター

校①

②

16 16 16 1616

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 回線の敷設率 ％ 100 100

0 0 0

100 100 100

回 0 0ネットワークに関するクレーム件数

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した教育内容により、時代を担う児童生徒が豊かな人格、教養、社会性を身につける。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

756

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 756

0

⑷一般財源 756 756 756 756 756

(千円)

756 756 756

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

平成１５年度に回線を敷設 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 924

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 40

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 168

1

20 40 40 40

1 1 1

84 168 168 168

840 924 924 924

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

回線利用及び保守委託

＊平成23年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

常にインターネットにアクセスできる環境を維持する。

各市で環境が異なるためなし
把握している

把握していない

学校のＩＴ化の推進が今後も必要である。
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

・市内小中学校・市教育センターと県内教育機関とを結ぶネットワークであり、教育現場にとっては、情報交換の
迅速化や意思の疎通を図る上で不可欠の事業である。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

教育環境の整備・充実のためであり負担は求められない。

受益者負担なし

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

目
的
達
成
済

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

ＩＣＴ教育の推進には、ネットワーク環境が必須である。

○

○

○

●

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

委託料の支払い事務のみ

なし

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

維持管理のため最小限の経費のみ。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

学校専用回線のため、連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

実 施 方 法

市内公立小学校の学校運営に必要な教務、事務、維持管理用の備品、消耗品の購入、施設の修繕、光熱水費、電話料等施設管理上の諸経費の執行

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1043

小林　幹子

課 名 等 教育総務課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 小学校維持管理費

開始年度 昭和27年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 08010100

事 務 事 業 名 小学校維持管理事業

事 業 コ ー ド 31203102

部 名 等 教育委員会事務局

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

611004

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100202コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

２．学校管理費

総務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２．小学校費

１　明日を担う人づくり

項

基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

款

計画

10．教育費

区 分 なし

施 策 名 １．学校教育の充実

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市内公立小学校13校
① 学校の数 校 13 13 13 12 12

児童数 人 2,398 2,359 2,372 2,340 2,259

➡
活
動
指
標

年間維持費 円①

② 年間修繕費 円

99,073,870 103,105,632 100,853,000 100,853,000

7,000,000 7,000,000 7,000,000

100,853,000

11,175,019 13,579,923

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 年間維持費／児童数 円 43,099 44,644

5,756 2,991 3,098

41,315 43,707 42,518

円 4,660 2,951年間修繕費／児童数

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

健全で安全な学校生活を送れるよう学校施設や通学の環境が整っています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 110 150 150

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

150

0 0 0

150

100,853

⑶その他(使用料・手数料等) 201 201341 256

(千円) 100,853

201

⑷一般財源 98,452 102,700 100,502 100,502 100,502

(千円)

98,903 103,106 100,853

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 14

昭和27年度の市発足時より (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 186,367

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 20,800

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 87,464

9

16,800 16,800 16,800 14,800

10 10 10

70,644 70,644 70,644 62,234

173,750 171,497 171,497 163,087

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

児童数等を考慮して各校に予算を配当し、適正な予算執行に努力する
学校と密に連絡を取り合い、修繕箇所の把握等に努める

＊平成23年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

小学校の施設、設備整備の充実を図り、児童が心地よく授業を受けることができる環境を構築する

未調査。学校施設の建築年度、空調方式等各市町村によって異なる為、調査していない。なし
把握している

把握していない

施設老朽化に伴う、コスト増大に対応する予算編成
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

・生徒数は減少しているが施設設備は老朽化のため燃料費・光熱水費などのコストがかさみ、修繕費等も増加傾向
にある。学校の統廃合を進めるとともに計画的な修繕を図る必要がある。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

公の施設である小学校の維持管理は市の責務であり、受益者負担を求めるものではない

公の施設である小学校の維持管理は市の責務であり、受益者負担を求めるものではない

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

健全で安全な学校生活が送れるよう学校施設の整備は必要である。

●

●

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

支払業務等必要最低限の事務と、学校業務員のみの人数であり、これ以上の削減の余地はない

バリアフリー化

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

必要最低限の事業費であり、これ以上の削減の余地はない
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

な
し

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない

●

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

東日本大震災が発生し、多くの学校施設が被災するとともに、学校施設が避難施設として重要な役割を担うことが再確認された。
文部科学省は、平成23年5月24日に、平成27年度までに公立学校施設の耐震化完了を目指すことを発表した。

◆事業概要（どのような事業か）

小学校の耐震化を促進するため、その判断材料となる耐震診断を実施する。

各市町村HPに公表されているなし
把握している

把握していない

対
象

経田小学校屋内運動場の耐震診断
本江小学校校舎（1棟）の耐震診断

＊平成23年度の変更点

上中島小学校校舎（1棟）の耐震診断

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

2,469 510 0 0

421 210 0 0

0

100 50 0 0

1 1 0

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 421

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,009

(千円)

588 2,048 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

阪神大震災後の学校施設耐震化の見直し (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 588 2,048 300 0 0

(千円)

0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 300

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

安全で心地よく学習できる環境整備につながります。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

39 41 42

％ 90.7 97.7耐震診断実施率

42

95.3 100.0 100.0

①
耐震診断実施済みの棟数
（新基準の棟数を含む）

棟 42

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

03 2 1 0

➡
活
動
指
標

当該年度に耐震診断を実施した棟数 棟①

②

43 43 42 42① 校舎及び屋内運動場の棟数 棟 43

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市立小学校の校舎及び屋内運動場

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

款

計画

10．教育費

区 分 なし

施 策 名 １．学校教育の充実

目

政 策 名

２．小学校費

１　明日を担う人づくり

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ６．ソフト事業

２．学校管理費

総務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

611004

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100202コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 08010100

事 務 事 業 名 小学校耐震診断事業

事 業 コ ー ド 31203107

部 名 等 教育委員会事務局

課 名 等 教育総務課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 小学校耐震診断事業

開始年度 平成18年度 終了年度事 業 期 間 平成23年度

実 施 方 法

市立小学校の耐震診断（２次診断）の実施

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1043

戸田　千春

5/26



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

必要最低限の予算で実施しており、削減の余地なし。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

必要最低限の事務量で実施しており、削減の余地なし。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

●

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

残り1棟の耐震診断を実施することにより、耐震診断実施率は事実上100％となる。
（あと1棟残るが、統合による未使用化を見込んでいる。）

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

耐震化を進めることにより、安全で心地よく学習できる環境整備に資することにつながる。

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

公の施設である学校施設の耐震診断を行う事業であり、特定の受益者はいない。
また、市の責務であることから、受益者負担を求める性質のものではない。

該当なし。

（平成 22

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

●

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

・学校施設の耐震化のために耐震診断は不可欠であり、市は施設の耐震化が遅れているので緊急性が高い。
・庁議等でも早急な耐震化が必要との判断が示されている。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

実 施 方 法

市内公立中学校の学校運営に必要な教務、事務、維持管理用の備品、消耗品の購入、施設の修繕、光熱水費、電話料等施設管理上の諸経費の執行

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1043

小林　幹子

課 名 等 教育総務課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 中学校維持管理費

開始年度 昭和27年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 08010100

事 務 事 業 名 中学校維持管理事業

事 業 コ ー ド 31203106

部 名 等 教育委員会事務局

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

611004

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100302コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

２．学校管理費

総務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

３．中学校費

１　明日を担う人づくり

項

基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

款

計画

10．教育費

区 分 なし

施 策 名 １．学校教育の充実

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市内公立中学校２校
① 中学校数 校 2 2 2 2 2

生徒数 人 1,222 1,187 1,178 1,189 1,205

➡
活
動
指
標

年間維持費 円①

② 年間修繕費 円

10,041,702 34,613,502 35,511,000 35,511,000

2,340,000 2,340,000 2,340,000

35,511,000

2,764,435 4,686,632

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 年間維持費／生徒数 円 29,866 29,469

3,948 1,968 1,941

8,217 29,160 30,145

円 2,262 1,986年間修繕費／生徒数

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

健全で安全な学校生活を送れるよう学校施設や通学の環境が整っています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

35,511

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 35,511

0

⑷一般財源 10,042 34,614 35,511 35,511 35,511

(千円)

10,042 34,614 35,511

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 5

昭和27年の市発足時より (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 63,866

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 12,800

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 53,824

6

8,800 8,800 8,800 8,800

6 6 6

37,004 37,004 37,004 37,004

71,618 72,515 72,515 72,515

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

生徒数等を考慮して各校に予算を配当し、適正な予算執行に努力する
学校と密に連絡を取り合い修繕箇所の把握等に努める

＊平成23年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

中学校の施設、設備整備の充実を図り、生徒が心地よく授業を受けることができる環境を構築する

未調査。学校施設の建築年度、空調方式等各市町村によって異なる為調査していない。なし
把握している

把握していない

少子化、過疎化、高度情報化
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

・西部中学校は改築により、太陽光発電、蓄熱暖房などのコスト削減が導入された。
・東部中学校については、施設設備の老朽化が顕著であり、計画的に整備していく必要がある。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

公の施設である中学校の維持管理は市の責務であり、受益者負担を求めるものではない。

公の施設である中学校の維持管理は市の責務であり、受益者負担を求めるものではない。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

健全で安全な学校生活が送れるよう学校施設の整備は必要である。

●

●

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

支払業務等必要最低限の事務と、学校業務員のみの人数であり、これ以上の削減の余地はない。

なし

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

必要最低限の事業費であり削減の余地はない。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

な
し

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

国の経済対策で学校耐震化の早期促進が盛り込まれ、１年前倒しの２１年度からの施工となった。

◆事業概要（どのような事業か）

校舎の改築により、耐震性能等が強化され安全・安心な施設となる。

耐震化の状況は各市のＨＰにて公表されている。なし
把握している

把握していない

対
象

新校舎建築工事、多目的屋外広場整備工事

＊平成23年度の変更点

旧校舎解体工事、外構工事

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

1,683,064 276,414 0 0

5,046 4,205 0 0

0

1,200 1,000 0 0

2 3 0

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 5,046

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 172,077

(千円)

167,031 1,678,018 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

耐力度調査の結果、構造上危険な状態にある建物と判断されたことによる。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 94 287 37 0 0

(千円)

0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 272,209

132,700 1,156,500

0

209,200 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

健全で安全な学校生活が送れるよう学校施設の環境を整える。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 34,237 521,231 62,972

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

7.9 87.2 100.0 100.0① 事業進捗率 ％ 100.0

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

00 0 9 0

➡
活
動
指
標

改築を行った棟数 棟①

②

9 0 0 0① 西部中学校の老朽校舎棟数 棟 9

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

西部中学校校舎

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

款

計画

10．教育費

区 分 なし

施 策 名 １．学校教育の充実

目

政 策 名

３．中学校費

１　明日を担う人づくり

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ３．建設事業

３．教育振興費

総務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

611004

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100303コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 08010100

事 務 事 業 名 西部中学校校舎改築事業

事 業 コ ー ド 31203110

部 名 等 教育委員会事務局

課 名 等 教育総務課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 中学校改築事業

開始年度 平成２０年度 終了年度事 業 期 間 平成２３年度

実 施 方 法

西部中学校校舎改築事業

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1043

江田　直樹
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

必要最小限の事業費の執行であり削減する余地はない。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

補助申請業務、設計監理の監督員や関係機関との連絡調整業務が中心であり、削減の余地はなし。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

●

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

安全で安心な学校生活が送れるよう学校施設の耐震化は必要である。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

公の施設である中学校の維持管理は市の責務であり、受益者負担を求めるものではない。

該当なし。

（平成 22

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

●

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

・建築後40年以上経過した棟が殆どであったため、施設の利便性や耐震性が著しく悪化しており、改築は喫緊の課
題であった。
・有利な国庫補助金を受けられたこともあり、市の負担を軽減することができた。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

学校教育係当面継続 業務分類 ５．ソフト事業

08020100 政策体系上の位置付け コード２部･課･係名等 コード１

23 22

事 業 コ ー ド 31202102

平成 年度 （平成

政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

学校教育課 政 策 名

611004 予算科目 コード３

一般会計

001100103

予 算 書 の 事 務 事 業 名 1.学級編成及び教職員管理事業

部 名 等 教育委員会事務局

課 名 等

事 務 事 業 名 学級編成及び教職員管理事業

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

区 分 なし

施 策 名終了年度 １．教育総務費

１　明日を担う人づくり 款 10．教育費

１．学校教育の充実

目 ３．学校教育費

実績

電 話 番 号 0765-23-1044 基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

計画

記 入 者 氏 名 武田　菜穂子

25年度

単
位

松倉小・坪野小は学級編制上、複式学級が発生するが市の費用で講師を1名ずつ配置し、複式学級を解消する。

21年度 22年度 23年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

対
象
指
標

松倉小学校・坪野小学校

24年度

① 学校数 校 2 2 2 2 2

複式学級となる学級数 級 4 4 4 4 4

活
動
指
標

講師数 人 2 2 2
市の費用で講師を2名配置。

＊平成23年度の変更点

変更なし

① 2 2

②

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① 複式学級数解消率 ％ 50.00 50.0050.00 50.00 50.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

・児童・生徒が意欲的に学習に取組むための教育内容が充実しています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

0 0

0

0 0 0

0

5,499

⑶その他（使用料・手数料等） 18 1818 18

(千円) 5,499

18

⑷一般財源 4,064 4,986 5,481 5,481 5,481

(千円)

4,082 5,004 5,499

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

13年度以前から坪野小学校で複式学級が発生、16年度から松倉小学校でも複式学級が発生したことによる (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

421

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 4,503

(千円)

1

100 100 100 100

1 1 1

5,920

421 421 421 421

◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

今後、他の学校でも複式学級が発生する可能性がある

5,425 5,920

事 業 期 間 開始年度 平成16年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

4,205 4,205

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

実 施 方 法

対
象

5,920

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000)

4,205

複式学級が緩和され、学年単独での授業ができるようになる

他市の状況は関係なく、魚津市の複式学級に対する考えである。なし
把握している

把握していない
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

他の市町村は把握していない。

● 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

学校規模による児童の教育環境の条件整備のため、継続が望まれる。今後学校統合等により、本事業の解消も見込
まれる。 二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

義務教育であり、負担はなし。

不要
適正化の余地なし

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成24
年度）

教育水準確保のため市の負担で、講師を雇用して複式学級の解消を図る。 コストの方向性

維持

中･長期的
（３～５
年間）

学校規模適正化の計画に基づき、複式学級の解消を図る。 成果の方向性

維持

●

○ 終了 ○

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

廃止 ○

コスト削減の余地あり

④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

③ 効率性 ○ 適切 ●

適切 ○ 成果向上の余地あり

○適切 目的廃止又は再設定の余地あり

○

○

② 有効性 ●

●① 目的妥当性

○

●

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

学校の規模で教育環境に差があってはいけない。

中

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

根拠法令等を記入

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

●
○

○

11．事務事業実施の緊急性
低
い
が
､
影
響
大

一
部
に
あ
る

○

○

○

○

●

○

●

【効率性の評価】

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

あり

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

学校規模適正化の実施

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

あり
説
明

県採用臨時講師と賃金を比較するとかなり少額であり、条件整備が望まれる。
学校規模適正化に向けた方針を明確にし、1校廃止することで事業費を削減できる。

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

なし

直結度小

賃金の支払い事務のみであり余地なし

22

説
明

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

なし
説
明

説
明

成果向上の余地なし。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

年度 （平成

○
複式学級解消の意図は適切だが、対象について見直す余地がある。
坪野小学校は児童数平成23年度予定14名のところ、本事業導入により教員数7名となる。
複式学級緩和という目的は達成されるが、極端に小規模であるため、教員一人当たりの児童数が極めて少なく、効率
化、合理化という視点から考えれば、必ずしも適正とはいえない。
学校統廃合の推進により、改善の余地がある。

★　評価結果の総括と今後の方向性

平成 23

【有効性の評価】

直結度中

平
均

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

4,205

有用な人材育成を図り、経済的理由によって修学が困難な学生が、勉学に励むことができる。

県内地方自治体の奨学資金制度　　高校授業料の無償化に伴い、高校生の奨学生募集を停
止、または停止を検討している自治体がある。

貸与者からの返還方法の検討（納付書払い⇒口座振替もしくはコンビニエンスストアでの振込）
経済状況の悪化による貸与額の増加 把握している

把握していない

4,205 4,205

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

実 施 方 法

対
象

15,141

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000)

事 業 期 間 開始年度 昭和36年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

社会情勢における雇用環境の悪化による貸与者の増加

12,071 15,074 15,141

841 841 841 841

1

200 200 200 200

1 1 1

841

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 10,361

(千円)

9,520 11,230 14,300

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

市民からの要望により (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

6,900

⑷一般財源 180 2,981 7,373 7,400 7,400

(千円)

0

0

14,300

⑶その他（使用料・手数料等） 6,860 6,9009,340 8,249

(千円) 14,233

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

・児童・生徒が意欲的に学習に取組むための教育内容が充実しています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

83.33 100.00 92.86 92.86 92.86

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① 申請者に対する新規受給者の割合 ％

30 30

② 奨学資金収支現在高 千円 54,313 54,046 54,050 54,050 54,050

奨学資金貸与28名に対し、11,136千円の貸付を行った。

＊平成23年度の変更点

昨今の経済状況を考慮し、申請者が採用の要件を満たしてれば貸与を決定する。それに伴い、奨学資金運営委員会の開催を省略
する。

①

44 45 45

活
動
指
標

奨学資金貸与者 人 16 28 30

奨学資金返還者数 人 48 48

14 14

新規受給者数 人 10 9 13 13 13

対
象
指
標

魚津市に居住する学生、申請者数、受給者数

24年度

① 申請者数 人 12 9 14

25年度

単
位

経済的理由により、就学が困難な人に対し、市から奨学資金を無利子で貸付するもの

21年度 22年度 23年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

目 ３．学校教育費

実績

電 話 番 号 0765-23-1044 基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

計画

記 入 者 氏 名 高嶋　正司

１．教育総務費

１　明日を担う人づくり 款 10．教育費

１．学校教育の充実

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

区 分 なし

施 策 名終了年度

予 算 書 の 事 務 事 業 名 2.奨学金貸付事業

部 名 等 教育委員会事務局

課 名 等

事 務 事 業 名 奨学金貸付事業

611004 予算科目 コード３

一般会計

001100103

政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

学校教育課 政 策 名

23 22

事 業 コ ー ド 31204101

平成 年度 （平成

08020100 政策体系上の位置付け コード２部･課･係名等 コード１

学校教育係当面継続 業務分類 ５．ソフト事業
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

年度 （平成

○
現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

平成 23

【有効性の評価】

直結度中

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

なし
説
明

説
明

成果向上の余地なし。

必要最小限の人員であり、これ以上の削減はできない。

22

説
明

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

なし
説
明

事業費の大半が奨学金貸付金であるため、経費の削減は困難である。

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

なし

直結度小

○

○

【効率性の評価】

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

なし

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

連携することで、今より効果が高まる可能性がある、他に事務事業はない。

○

○

11．事務事業実施の緊急性

ニ
ー
ズ
急
上
昇

一
部
に
あ
る

○

○

○

○

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

根拠法令等を記入

民
間
可
能

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

○

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

対象者が限られるため

中

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○

○

② 有効性 ●

●① 目的妥当性

●

○

適切 ○ 成果向上の余地あり

○適切 目的廃止又は再設定の余地あり

コスト削減の余地あり

④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

③ 効率性 ● 適切 ○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 年度

廃止 ○

○

○ 終了 ○

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成24
年度）

なし コストの方向性

増加

中･長期的
（３～５
年間）

景気の低迷により支給申請が増えており制度維持のためには基金の充実が重要と考えら
れる。

成果の方向性

維持

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

格差社会が進行する中で、よりよい人材を育成していくため、継続していきたい事業である。
二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担なし

説
明

貸付事業であるため。負担はない。

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

貸付事業であるため。負担はない。

● 平均

低い
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

教育委員会事務局事 務 事 業 名

事 業 期 間 開始年度 平成17年度 終了年度 ５．ソフト事業

予 算 書 の 事 務 事 業 名 5.小学校就学援助事業

当面継続 業務分類

実 施 方 法

対
象
指
標

22

部 名 等

課 名 等

小学校就学援助事業

平成 年度 （平成

事 業 コ ー ド 31201502

23

コード３コード２部･課･係名等 コード１ 08020100 611004 予算科目

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

001100201政策体系上の位置付け

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

区 分 なし

施 策 名学校教育係

政 策 名

目

１　明日を担う人づくり 款学校教育課 10．教育費

１．学校教育の充実

電 話 番 号 0765-23-1044 基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

記 入 者 氏 名 武田　菜穂子 １．学校総務費

２．小学校費

25年度

単
位

経済的理由によって就学困難と認められる児童の保護者(及び特殊学級在籍者の保護者）に対し、必要な援助を行うことにより、児童が学校生活に不安がない状態にする事業

21年度 22年度 23年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

24年度

実績 計画

市立小学校に通う児童の保護者のうち経済的に困窮している人及び市立小学校の特殊学級に在籍する児童の保護者で就学援助を
希望するもの。

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）
2,350

20 20

① 児童数 人 2,398 2,350

支給申請者数 人 200 200 181 200 200

2,359 2,365

活
動
指
標

支給認定者数 人①

② 支給認定者数（特別支援学級分） 人

20

183 186 171 170

11

15 15

支給申請者数（特別支援学級分） 人 18

170

1816 11

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

就学についての経済的不安をなくしてもらう
① 支給認定者数／支給申請者数 ％ 85.00

75.00 90.0075.00
支給認定者数（特殊学級分）／支給申請者
数（特別支援学級分）

85.0091.50 93.00 94.48

％ 100.0088.89

財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

⑵地方債

230

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 152 101 231

0

230

12,530

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 12,445

0

⑷一般財源 11,724 11,831 12,214 12,300 12,300

(千円)

12,530

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

国庫補助事業が市単独事業となった。 (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

0 0

12,717

(千円)

11,876 11,932

1

300 300 300 300

1 1 1

13,792

1,262 1,262 1,262 1,262

13,194 13,707 13,792

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 841

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円)

実施市町村・認定基準・支給項目上限額

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 4,205

把握している

把握していない

・安全で心地よく学習できる環境が整備されています
そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

なし

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

①申請受付、②審査、③審査結果通知、④援助費支給

＊平成23年度の変更点

認定者の増加により、予算額をみなおした。

4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

（円＠時間)

17年度からは、国庫補助金の対象が絞られ、準要保護分が一般財源化された。今後は、受給者数の増加が想定される
生活保護制度や、国の要保護援助費補助金、特別支援教育奨励費補助金制度の改定に伴い、援助費目の見直し（増加）を検討する必要がある
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

援助事務であり、受益者負担を求めることは不適当。

○ 平均

低い

な
し

義務教育において、児童に経済的理由から就学の支障や不安を与えないためにも、ぜひ継続すべき事業である。
二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担なし

説
明

援助事務であり、受益者負担を求めることは不適当。

不要
適正化の余地なし

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

なし
説
明

社会の経済情勢の変化や雇用環境の悪化により、申請者及び受給者が増加している。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

支払対象者の判定、支払事務のみであり削減の余地なし。

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成24
年度）

なし コストの方向性

維持

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

維持

○

○

○

○ 終了 ○ 廃止

成果向上の余地あり② 有効性 適切 ○

○

○

○

●

○

適切 ○

○

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

就学への不安を取り除くことにより、誰もが、十分な教育を受けることのできる支援体制につながる。

中 直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

一
部
に
あ
る

法
令
義
務

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度大
説
明

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

根拠法令等を記入
学校教育法（昭和22年法律第26号）第19条 ●

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

ニ
ー
ズ
急
上
昇３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

○

○

説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

① 目的妥当性

★　評価結果の総括と今後の方向性

● 目的廃止又は再設定の余地あり

●

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はない。

③ 効率性

○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

④ 公平性 ● 適切

年度

○

●

● 適切

⑵　今後の事務事業の方向性

コスト削減の余地あり○

受益者負担の適正化の余地あり

年度平成 23 （平成 22

なし

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

【有効性の評価】
４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

なし
説
明

成果向上の余地なし。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

終了年度

予 算 書 の 事 務 事 業 名 6.中学校遠距離通学援助事業

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営

学校教育課 政 策 名

部 名 等 教育委員会事務局

課 名 等

事 務 事 業 名 中学校遠距離通学援助事業

23

611004コード２部･課･係名等 コード１ 08020100 政策体系上の位置付け 001100301

平成 年度 （平成

予算科目 コード３

22

事 業 コ ー ド 31201508

区 分 なし

施 策 名

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

３．中学校費

１　明日を担う人づくり 款

係 名 等 学校教育係当面継続 業務分類 ５．ソフト事業

10．教育費

１．学校教育の充実 項

目 １．学校総務費

実績

電 話 番 号 0765-23-1044 基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

計画

記 入 者 氏 名 武田　菜穂子

24年度 25年度

単
位

小学校の遠距離通学者(4Km以上）のためにバスを運行（委託）する

21年度 22年度 23年度

対
象
指
標

小学校遠距離通学者
① 授業日数　(22年度は12月～2月まで) 日 51 210 210 210

遠距離通学対象者数 人 16 14 14 14

人

＜平成22年度の主な活動内容＞

活
動
指
標

①魚津タクシー協会に運転委託して、冬期間下校時のみ市所有バスを試験的に運行する

＊平成23年度の変更点

市民バスを利用した通年運行に向けた検討が必要である

① 運行日数 日 51 100 210 210

② 利用者数 人 16 14 14 14

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

遠距離通学者の負担（経費･時間)を軽減する
① 運行日数／授業日数 ％ 100.00 100.00

100.00 100.00 100.00

100.00 47.62

％ 100.00

通学距離が４キロ以上の区域であったが、徒歩や保護者の送迎などを行い、スクールバスを運行していなかった。
保護者の負担が大きいことや、通学に危険が生じることから地域からスクールバス運行の要望が提出され、22年度冬期間のみ試験的に運行することとし
た。

(千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

・安全で心地よく学習できる環境が整備されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

0 0

0

0 0 0

0

0

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 0

0

⑷一般財源 159

(千円)

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

0 159 0

1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 60

252

252 252 252 252

1

60 60 60 60

1 1

市民バスを利用した、通年での運行に向けた検討が必要である
学校統廃合の進捗状況によっては、他の小学校区においてもスクールバス運行が必要となる可能性がある

411 252 252

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 252

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 252

(千円)

◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

利用者数/対象者数

調査中保護者の負担を軽減し、児童の通学の安全を図るためにはぜひとも必要との地域の意見
把握している

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

事 業 期 間 開始年度 平成7年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

◆事業目的・概要（どのような事業か）
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

遠距離通学が必要な生徒への環境整備

中

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○
●

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

低
い
が
､
影
響
大

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

○

●

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

根拠法令等を記入

【有効性の評価】
４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

なし
説
明

成果向上の余地なし。

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

市民バスの共用について検討する必要がある ○

●

あり
説
明

地区コミュニティバスとの共用を推進する。

なし
説
明

支払事務のみであり削減の余地なし。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

平成 23 年度 （平成

★　評価結果の総括と今後の方向性

一
部
に
あ
る

○

○

○

●

○

22

● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり① 目的妥当性

成果向上の余地あり

③ 効率性 ○ 適切 ● コスト削減の余地あり

② 有効性 ● 適切 ○

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性 ● 適切 ○

○

●

○ 終了 ○ 廃止

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成24
年度）

市民バスを利用した運行を検討する コストの方向性

削減

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

維持

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

遠距離通学者の負担を軽減するために事業の継続は必要である。また、今後、地域活性化バスの運行とのかかわり
において検討が必要である。 二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担なし

説
明

市直営のスクールバスの場合は、運輸局の許認可がないと受益者負担は求められない

不要
適正化の余地なし

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明○ 平均

低い

な
し
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

学校教育係当面継続 業務分類 ５．ソフト事業

08020100 政策体系上の位置付け コード２部･課･係名等 コード１

23 22

事 業 コ ー ド 31201503

平成 年度 （平成

政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

学校教育課 政 策 名

611004 予算科目 コード３

一般会計

001100301

予 算 書 の 事 務 事 業 名 5.中学校就学援助事業

部 名 等 教育委員会事務局

課 名 等

事 務 事 業 名 中学校就学援助事業

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

区 分 なし

施 策 名終了年度 ３．中学校費

１　明日を担う人づくり 款 10．教育費

１．学校教育の充実

目 １．学校総務費

実績

電 話 番 号 0765-23-1044 基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

計画

記 入 者 氏 名 武田　菜穂子

25年度

単
位

経済的理由によって就学困難と認められる生徒の保護者(及び特殊学級在籍者の保護者）対し、必要な援助を行うことにより、児童が学校生活に不安がない状態にする事業

21年度 22年度 23年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

対
象
指
標

市立中学校に通う生徒の保護者のうち経済的に困窮している人及び特殊学級在籍者の保護者で就学援助を希望する者

24年度

① 生徒数 人 1,222 1,187 1,178 1,200 1,200

支給申請者数 人 121 122 122 120 120

支給申請者数（特別支援学級分） 人 8 9 6 6 6

活
動
指
標

支給認定者数 人 111 116 116
①申請受付、②審査、③審査結果通知、④援助費支給

＊平成23年度の変更点

申請者数の増加に伴い予算額を増加

① 115 115

② 支給認定者数（特別支援学級分） 人 7 7 6 6 6

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① 支給認定者数／支給申請者数 ％ 95.83 95.83

77.78 100.00 100.00

91.74 95.08 95.08

％ 87.50 100.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

・安全で心地よく学習できる環境が整備されています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 114 135 190

0 0

190

0 0 0

190

12,790

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 12,603

0

⑷一般財源 11,532 11,657 12,413 12,600 12,600

(千円)

11,646 11,792 12,790

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

国庫補助金の設定による。市の要綱による実施は、昭和58年度からで、それ以前は国の通知による (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

841

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 12,487

(千円)

1

300 300 300 300

1 1 1

14,052

1,262 1,262 1,262 1,262

◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

17年度からは、国庫補助金の対象が絞られ、準要保護分が一般財源化された。今後は、受給者数の増加が想定される
生活保護制度や、国の要保護援助費補助金、特別支援教育奨励費補助金制度の改定に伴い、援助費目の見直し（増加）を検討する必要がある

13,054 13,865

事 業 期 間 開始年度 平成17年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

4,205 4,205

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

実 施 方 法

対
象

14,052

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000)

4,205

就学についての経済的不安をなくしてもらう

支給認定者数（特殊学級分）／支給申請者
数（特別支援学級分）

実施市町村・認定基準・支給項目上限額なし
把握している

把握していない
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

援助事務であり、受益者負担を求めることは不適当。

● 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

義務教育において、生徒に経済的理由から就学の支障や不安を与えないためにも、ぜひ継続すべき事業である。
二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担なし

説
明

援助事務であり、受益者負担を求めることは不適当。

不要
適正化の余地なし

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成24
年度）

なし コストの方向性

維持

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

維持

○

○ 終了 ○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 年度

廃止 ○

コスト削減の余地あり

④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

③ 効率性 ● 適切 ○

適切 ○ 成果向上の余地あり

○適切 目的廃止又は再設定の余地あり

○

○

② 有効性 ●

●① 目的妥当性

●

○

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

就学への不安を取り除くことにより、学校教育への充実につながる。

大

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

根拠法令等を記入
学校教育法（昭和22年法律第26号）第19条

法
令
義
務

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

○
○

○

11．事務事業実施の緊急性

ニ
ー
ズ
急
上
昇

一
部
に
あ
る

○

○

○

○

●

○

○

【効率性の評価】

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

なし

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はない。

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

なし
説
明

社会の経済情勢の変化や雇用環境の悪化により、申請者及び受給者が増加している。

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

なし

直結度小

支給対象者の判定、支払業務のみ、削減の余地なし。

22

説
明

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

なし
説
明

説
明

成果向上の余地なし。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

年度 （平成

○
現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

平成 23

【有効性の評価】

直結度中

平
均

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

事 業 期 間 開始年度 平成7年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

◆事業目的・概要（どのような事業か）

支給生徒数／対象生徒数

未調査
今後実施している市町村の調査等を実施

なし
把握している

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入) ◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

市民バスのスクールバス代行により、市教委の直接委託は東部中学校区のみの委託となった。

2,761 3,494 3,494

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 252

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 2,679

(千円)

1

60 60 60 60

1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 60

3,494

252 252 252 252

2,427 2,509 3,242

1◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

0

⑷一般財源 2,427 2,509 3,242 3,242 3,242

(千円)

0

0

3,242

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 3,242

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

・安全で心地よく学習できる環境が整備されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

バス運行は、平成15年度から。交通費交付は、平成７年から。 (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

100.00 100.00 100.00

％ 25.53 48.89

100.00

29.79 44.44 44.44

① 運行日数／授業日数 ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

遠距離通学者の負担（経費･時間)を軽減する

20

205 205 205

② 東部中学支給者数（４・５月） 人 12 14 22 20

運行日数 日 201 205
＜平成22年度の主な活動内容＞

活
動
指
標

①魚津タクシー協会に委託して、黒沢線（夕方のみ）に市所有バスを運行する。
②片貝地区振興協議会に委託して、片貝線（夕方のみ）に協議会所有バスを運行する。
③東部中学校長に申請書を提出し、交通費の支出確認できた月分の75％を交付する

＊平成23年度の変更点

特になし

①

人

205 205 205

東部中学遠距離通学対象者数 人 47 47 45 45 45

授業日数 日 201 205

対
象
指
標

遠距離通学者
扶助費受給者(片貝･西布施)

①

計画

記 入 者 氏 名 武田　菜穂子

24年度 25年度

単
位

①中学校の遠距離通学者(6Km以上）のためにバスの運行（委託）する
②中学校遠距離通学者（6km以上）で定期バスを利用するものに交通費の一部を支給する

21年度 22年度 23年度

実績

電 話 番 号 0765-23-1044 基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

10．教育費

１．学校教育の充実 項

目 １．学校総務費

係 名 等 学校教育係当面継続 業務分類 ５．ソフト事業

区 分 なし

施 策 名

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

３．中学校費

１　明日を担う人づくり 款

001100301

平成 年度 （平成

予算科目 コード３

22

事 業 コ ー ド 31201504

事 務 事 業 名 中学校遠距離通学援助事業

23

611004コード２部･課･係名等 コード１ 08020100 政策体系上の位置付け

学校教育課 政 策 名

部 名 等 教育委員会事務局

課 名 等

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

終了年度

予 算 書 の 事 務 事 業 名 6.中学校遠距離通学援助事業

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

市の都合により、通学距離6ｋｍ以上になっているので、援助が必要になっていることから、受益者負担を求めること
は不適当。

● 平均

低い

平
均

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

遠距離通学者の負担を軽減するために事業の継続は必要である。また、今後、地域活性化バスの運行とのかかわり
において検討が必要である。 二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担なし

説
明

市の都合により、通学距離6ｋｍ以上になっているので、援助が必要になっていることから、受益者負担を求めること
は不適当。

不要
適正化の余地なし

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成24
年度）

なし コストの方向性

削減

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

維持

○

●

○ 終了 ○ 廃止

○

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性 ● 適切 ○

① 目的妥当性

成果向上の余地あり

③ 効率性 ○ 適切 ● コスト削減の余地あり

② 有効性 ● 適切

● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

（平成

★　評価結果の総括と今後の方向性

一
部
に
あ
る

○

○

○

●

○

22平成 23 年度

あり
説
明

地区コミュニティバスとの共用を推進する。

なし
説
明

支払事務のみであり削減の余地なし。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はないが、地区コミュニティバスの活用も検討する必
要がある。

○

●

【有効性の評価】
４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

なし
説
明

成果向上の余地なし。

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

根拠法令等を記入

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

低
い
が
､
影
響
大

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

○

●

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○
●

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

遠距離通学が必要な生徒への環境整備

中

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

事 業 期 間 開始年度 昭和22年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

◆事業目的・概要（どのような事業か）

近隣市町村担当部署･担当者特になし
把握している

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入) ◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

少子化や核家族化に伴い（寄留先がない）、就学指定校には就学できないケースが発生。保護者の勤務の関係で転学するケースも増えることが予想され
る。

1,514 1,514 1,514

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 2,103

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 2,103

(千円)

1

360 360 360 360

1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 500

1,514

1,514 1,514 1,514 1,514

0 0 0

1◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0

0

0

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 0

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した教育内容により、次代を担う児童生徒が豊かな人格，教養、社会性を身につける。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

教育基本法が制定されてから (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

0 0 0 0① 指定校就学に不服を示した保護者数 人 0

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

教育を受ける権利を有する児童生徒が、スムーズに指定された学校に就学できる。

40

区域外就学を許可した児童生徒数 人 22 22 20 20 20

800 800 800

② 就学指定校の変更を許可した児童生徒数 人 45 39 40 40

就学指定した児童生徒数 人 800 809
＜平成22年度の主な活動内容＞

活
動
指
標

事業目的に同じ

＊平成23年度の変更点

変更なし

①

3,543 3,500 3,500

新入学児童生徒数 人 391 365 390 380 340

児童生徒数 人 3,620 3,546

対
象
指
標

市内小中学校に在籍する児童生徒及びその保護者
新入学児童

①

計画

記 入 者 氏 名 田村　理子

24年度 25年度

単
位

市内小中学校に在籍する児童生徒や入学予定児童の就学指定校管理及び学齢簿管理等の事務

21年度 22年度 23年度

実績

電 話 番 号 0765-23-1044 基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

該当なし

１．学校教育の充実 項

目 該当なし

係 名 等 学校教育係当面継続 業務分類 ５．ソフト事業

区 分 なし

施 策 名

該当なし政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

該当なし

１　明日を担う人づくり 款

000000000

平成 年度 （平成

予算科目 コード３

22

事 業 コ ー ド

事 務 事 業 名 就学事務

23

611004コード２部･課･係名等 コード１ 08020100 政策体系上の位置付け

学校教育課 政 策 名

部 名 等 教育委員会事務局

課 名 等

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

終了年度

予 算 書 の 事 務 事 業 名 なし

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営

23/26



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

義務教育の範囲内であり、負担は求められない。

○ 平均

低い

な
し

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

核家族、共働きの家庭が増えてきており、家庭の事情等により、通学指定校も弾力的に対応している。該当児童生
徒のスムーズな就学のためにはこの事業は大切であり、今後も継続していく必要がある。 二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

義務教育の範囲内であり、負担は求められない。

不要
適正化の余地なし

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成24
年度）

なし コストの方向性

削減

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

維持

○

○

○ 終了 ○ 廃止

○

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性 ● 適切 ○

① 目的妥当性

成果向上の余地あり

③ 効率性 ○ 適切 ● コスト削減の余地あり

② 有効性 ● 適切

● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

（平成

★　評価結果の総括と今後の方向性

全
国
的
高
い

●

○

○

○

○

22平成 23 年度

あり
説
明

市民課の住民基本台帳事務と関連しているので住基情報の即時閲覧等が可能になれば･･･。

なし
説
明

21年度より電算化が運用となるので若干の軽減がされる。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はない。 ○

●

【有効性の評価】
４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

なし
説
明

成果向上の余地なし。

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

根拠法令等を記入
教育基本法第4条

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

●

○

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

法
令
義
務

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○
○

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

すべての児童生徒の就学に関係する。

大

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

終了年度

予 算 書 の 事 務 事 業 名 スクールガードリーダー配置事業

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営

学校教育課 政 策 名

部 名 等 教育委員会事務局

課 名 等

事 務 事 業 名 スクールガードリーダー配置事業

23

611004コード２部･課･係名等 コード１ 08020100 政策体系上の位置付け 001100202

平成 年度 （平成

予算科目 コード３

22

事 業 コ ー ド 31203112

区 分 なし

施 策 名

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

２．小学校費

１　明日を担う人づくり 款

係 名 等 学校教育係当面継続 業務分類 ５．ソフト事業

10．教育費

１．学校教育の充実 項

目 ２．学校管理費

実績

電 話 番 号 0765-23-1044 基 本 事 業 名 教育環境の整備・充実

計画

記 入 者 氏 名 武田　菜穂子

24年度 25年度

ｑ
ｅ

スクールガードリーダー1名を委嘱し、市内小中学校の登下校の安全のための指導やパトロール、学校安全パトロール隊への助言を行い、学校安全の推進役となる
学校安全パトロール隊の保険加入や活動用品類を整備する
児童に防犯用のブザーを貸与する 21年度 22年度 23年度

対
象
指
標

小中学校児童生徒
学校安全パトロール隊

① 児童生徒数 人 3,546 3,543 3,600 3,600

新入学児童数 人 365 382 380 340

＜平成22年度の主な活動内容＞

活
動
指
標

事業目的に同じ

＊平成23年度の変更点

変更なし

①
スクールガードリーダーの学校への派遣回
数

人 76 80 80 80

② 学校安全パトロール隊設置学校数 隊 13 13 13 13

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

学校安全パトロール隊への活動用品等の整備により、活動の活発化を図る
児童の登下校の安全を図る

① 派遣割合（派遣学校数/学校数） ％ 100.0 100.0

100.0 100.0 100.0

86.7 86.7

％ 100.0

平成17年度国委託事業「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業」に取り組み学校安全パトロール隊の整備と、県委嘱によるスクールガーリーダーの活
用を行った。
平成21年度までは県の委嘱であったが、平成22年度から市費で直接委嘱する事業となった。

(千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

・安全で心地よく学習できる環境が整備されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 702 902

0 0

902

0 0 0

902

1,353

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 1,353

0

⑷一般財源 0 351 451 451 451

(千円)

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

0 1,053 1,353

1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 0

2,026

673 673 673 673

1

160 160 160 160

1 1

全小学校に安全パトロール隊が結成され、児童の見守り活動を行っている
国の補助金は、継続されるかどうか注意を要する

1,726 2,026 2,026

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 0

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 0

(千円)

◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

活動用品支給隊数/設置学校数

スクールガードリーダーを配置している市特になし
把握している

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

事 業 期 間 開始年度 平成22年度

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

◆事業目的・概要（どのような事業か）
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

すべての児童生徒の安全に関係する。

大

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

法
令
義
務

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○
○

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

●

○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

根拠法令等を記入
教育基本法第4条

【有効性の評価】
４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

あり
説
明

スクールガードリーダーの派遣方法や内容について、より効果があがる方法を研究していく必要がある
パトロール隊の活動経費については、物品のみではなく、他の活動経費について検討を要する

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない ○

●

なし
説
明

事務事業の成果を挙げるためには、現状の予算額は必要である

なし
説
明

最低限の業務時間で処理しており、削減の余地はない

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

平成 23 年度 （平成

★　評価結果の総括と今後の方向性

比
較
的
高
い

○

○

●

○

○

22

● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり① 目的妥当性

成果向上の余地あり

③ 効率性 ● 適切 ○ コスト削減の余地あり

② 有効性 ○ 適切 ●

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性 ● 適切 ○

○

○

○ 終了 ○ 廃止

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成24
年度）

事業実施方法について効果があがる方法を検討する コストの方向性

維持

中･長期的
（３～５
年間）

引き続き検討していく 成果の方向性

向上

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

安全パトロール隊への指導・助言等を行い、学校安全の推進役となっているが、より効果的な事業のあり方につい
て検討が必要である。 二次評価の要否

特定受益者な
し・負担なし

説
明

学校保健安全法により、学校安全に関することは設置者の責務とされている
義務教育での就学者全員が対象であり、特定受益者はなし

不要
適正化の余地なし

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

学校での安全に関することであり、受益者負担を求めることは不適当

○ 平均

低い

な
し
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